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２　従業者規模別事業所数（各年１２月末日現在）

注)・平成18年・平成19年・平成21年は非全数調査のため３人以下の事業所は調査対象としていない。
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　（２）　新製品を主として卸売する事業所であること。
　　　　 ここでいう卸売とはつぎの業務をいう。
　　　（イ）　卸売業者又は小売業者に販売すること。

18

　　　（ロ）　産業用使用者（工場・鉱山・建設業者・農林水産業者・各種会社・官公庁・公社・学校・病院・ホテ
　　　　　　　ルなど）に大量又は多額に製品を販売すること。
　　　（ハ）　業務用に主として使用される商品｛事務用の機械及び家具、病院、美容院、レストラン、ホテルな
　　　　　　　どの設備、産業用機械（農機具を除く）、建設材料（木材、セメント、板ガラス、かわらなど）｝を販売

10,844,146
－

　　　　　　　すること。
　　　（ニ）　同一企業に属する他の事業所（同一企業の他の工場、販売所など）に製品を引渡すこと。
　　　　　　　上記（１）及び（２）の条件をそなえた事業所が製造業となる。したがって、製造小売業は製造業と
　　　　　　　しない。

５　　工　　　業    （製  造  業）

　本表１～３は工業統計調査による数値である。
１　 調査の範囲は、日本標準産業分類（平成１４年３月７日 総務省告示第１３９号）に掲げる大分類Ｆ-製造業
　に属するすべての事業所で、国に属する事業所を除く。
２　 製造業とは、主として次の業務を行う事業所をいう。
　（１）　新製品の製造加工（完成品だけでなく、半製品も含む）に従事する事業所であること。

１　工業の推移（各年１２月末日現在及び年間）
（単位：金額・万円）

年　次
従業
者数 う ち 常 用

労 働 者
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原 材 料
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製 造 品
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区分 う ち 製 造
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　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市、総務課調
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注)平成18年・平成19年・平成21年は非全数調査のため３人以下の事業所は調査対象としていない。
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　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市、総務課調



－３４－〈工　業〉

総 数

食 料 品

飲 料 ・ た ば こ ・ 飼 料

繊 維 工 業

木 材 ・ 木 製 品

家 具 ・ 装 備 品

パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 品

印 刷 ・ 同 関 連 品

化 学 工 業

石 油 製 品 ・ 石 炭 製 品

プ ラ ス チ ッ ク 製 品

ゴ ム 製 品

な め し 革 ・ 同 製 品 ・ 毛 皮

窯 業 ・ 土 石 製 品

鉄 鋼 業

非 鉄 金 属

金 属 製 品

は ん 用 機 械 器 具

生 産 用 機 械 器 具

業 務 用 機 械 器 具

電子部品・デバイス・電子回路

電 気 機 械 器 具

情 報 通 信 機 械 器 具

輸 送 用 機 械 器 具

そ の 他 の 製 品

－ － － － － －

－ －

2,657 1,395,762 4,670,792

－ － － －

－ － － － － －

7,602,072

３　産業別工業の概況（平成２２年１２月末日調査分）
（単位：金額・万円）

区　　　　　分 事業所数 従業者数
現 金

給 与 総 額
原 材 料

使 用 額 等
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付加価値額
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市、総務課調

884,601

－ － － － － －

13 973



〈工　業〉－３５－

隻数 隻数 隻数 隻数
平成 １８ - - - - - - -

１９ - - - - - - -
２０ 1 - - - - - -
２1 1 - - - - - -
２２ - - - - - - -

平成 １８ - - - - - - -
１９ - - - - - - -
２０ - - - - - - -
２1 - - - - - - -
２２ - - - - - - -

隻数 トン数
隻数 トン数 隻数 トン数 隻数 トン数 隻数 トン数 隻数 トン数

平成 １８ - - - - - - - - - - - -
１９ - - - - - - - - - - - -
２０ - - - - 1 196 - - - - - -
２1 - - - - 1 198 - - - - - -
２２ - - - - - - - - - - - -

平成 １８ - - - - - - - - - - - -
１９ - - - - - - - - - - - -
２０ - - - - - - - - - - - -
２1 - - - - - - - - - - - -
２２ - - - - - - - - - - - -

注）トン数は総トン数である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

非  航  船 警備艦
木船

区　　　　　　分

国
内
船

輸
出
船

撤積船 油送船 雑船

鋼 船

25

369,189

16

216,054

41
585,243

35

486,783

6

98,460

(株）アイ･エイチ･アイ･アムテック調

7 14

608,258 689,441 393,020

4

26,234

20

107,324

外国船

国
船
の
別

邦
船
・
外

15隻　数 16

9

邦   船

18

229,358

隻　数

トン数 418,736 243,182 472,312

932,623 865,332 310,448

24

トン数

2,586 － －

隻　数 1

865,332

1,024,408

－
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トン数

－

トン数

隻　数 23 29入渠又

は上渠

34非
入
渠
の
別

入
渠
又
は
上
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平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

25 23

非入渠

336,6821,026,994 932,623

５　鋼船修理状況（各年度末現在）

　　本表は造船造機統計調査に基づく造船調査報告による。

総　　　　　数

区                       分

隻　数
トン数

平成２１年度

4　造船状況（各年度末現在）

　　本表は造船造機統計調査に基づく造船調査報告による。

区　　　　　　分
総　　　　　数

鋼 船
自 航 船

総　　　数 貨　客　船 貨　物　船
ト　ン　数 ト　ン　数 ト　ン　数 ト　ン　数

国
内
船

-
-

196
198

-

輸
出
船

-
-
-
-
-

自 航 船

（株）アイ・エイチ・アイ・アムテック調

注） １　貨客船は、カーフェリーを含む。　　　　 　２　貨物船はコンテナ船、冷蔵運用船を含む。　
      ３　撤積船は、鉱油撤兼用船を含む。　 　　  ４　油送船は石油製品運搬船、ＬＰＧ船を含む。
      ５　雑船は曳船、小型構造舟艇、漁船、自航作業台船等である。
      ６　国内船の非航船は、バッチャープラント　トン数は排水トン。
      ７　輸出船の非航船は、フローチングドック　トン数はＬＩＦＴＩＮＧ　ＣＡＰＡＣＩＴＹ

平成２２年度

29 38




